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調査目的

山梨県内企業における正規・非正山梨県内企業における正規 非正

規の雇用形態の違いが、健康管理活

動にどのような影響を与えているのか

を、派遣先事業所と派遣元事業所とい

う事業所別観点から分析する その結う事業所別観点から分析する。その結

果を元に、労働者に対する健康管理果を元に、労働者に対する健康管理

活動の実態と課題を明らかにする。



用語の定義

「派遣先事業所」：正規・非正規雇用労働者、派遣元事業所から派
遣された派遣労働者からなる事業所遣された派遣労働者からなる事業所

「一般派遣元事業所」：名簿に登録された労働者を派遣先事業所
へと派遣する事業所と派遣する事業所

（労働者と一般派遣元事業所の間に雇用契約は存在しない）

「特定派遣元事業所」：自社の社員を派遣先事業所へと派遣する
事業所

（労働者と特定派遣元事業所の間に雇用契約が存在する）

「非正規雇用労働者」：派遣労働者と派遣以外の非正規雇用労働
者を合わせた総称

「派遣労働者」 派遣元事業所から派遣された労働者「派遣労働者」：派遣元事業所から派遣された労働者

「派遣労働者以外の非正規雇用労働者」：契約・嘱託・パートタイ
ム・請負労働者などの自社内で労働者と直接雇用契約を結ム・請負労働者などの自社内で労働者と直接雇用契約を結
ぶ労働者



対象及び方法（1）

山梨県内における派遣先事業所・一般派遣元梨県 派遣先事業所 般派遣

事業所・特定派遣元事業所へ郵送法によるアン

ケ ト調査を実施したケート調査を実施した。

派遣先事業所については対象数が膨大であっ派遣先事業所については対象数が膨大であっ

たため、従業員数の多い順に並び変えた上で系

統 遣 事業統抽出法によって抽出し、派遣元事業所に関し

ては全事業所を対象とした。ては全事業所を対象とした。



対象及び方法（2）

派遣先事業所254社、一般派遣元事業所163派遣先事業所 社、 般派遣 事業所

社、特定派遣元事業所211社の計628社にアン

ケ ト調査票を送付したケート調査票を送付した。

派遣先事業所106社、一般派遣元事業所57
社、特定派遣元事業所94社の計257社から回答

が得られた（回収率40 9%）が得られた（回収率40.9%）。



対象及び方法（3）

得られたデータをExcelに入力し、その後統計得 を 入 、そ 後統計

処理ソフトSPSS ver. 18.0を用いて基本統計量

を算出した 雇用形態による健康管理活動の差を算出した。雇用形態による健康管理活動の差、

事業所間での健康管理活動の差については

Halwin Ver.6.24を用いてχ2検定を行った



調査研究における倫理上の配慮

各企業から得られた情報に関しては、その調査票の取扱に十分

注意する 調査票はＩＤ番号で管理し 企業を特定できる情報（企業注意する。調査票はＩＤ番号で管理し、企業を特定できる情報（企業

名、所在地等）を記載しない。鍵の付いた保管庫に保管する。

研究対象者への調査協力の依頼と調査目的の説明は文書にて研究対象者への調査協力の依頼と調査目的の説明は文書にて

行い、調査票の提出をもって同意を得たものとする。研究依頼に対

する拒否の機会は調査票を提出しないことにより確保され 研究にする拒否の機会は調査票を提出しないことにより確保され、研究に

対する質問などにはいつでも対応できる体制を整えた。また、研究

の参加を拒否しても不利益を被ることはないこととした。の参加を拒否しても不利益を被ることはないこととした。

企業を特定できる形での結果の公表によって、研究対象者（企

業）に不利益の生じ得る可能性があるので、調査結果は全体をま業）に不利益の生じ得る可能性があるので、調査結果は全体をま

とめた結果のみを用い、企業を特定できる情報は用いない。また、

調査結果は、今後の保健対策の推進に役立つような形で、当該企

業に還元する。



派遣先事業所の業種

飲食業
1% 公務

その他
8%

無回答
3%

林業 1%林業
1%

電気･ガス･熱供給
2%

製造業
42%

運輸業
4%

教育・学習支援業
3%

金融・保険業

建設業
4%

御売・小売

金融 保険業
6%

サービス業
10%

医療・福祉
8%

御売 小売
7%

10%



回答者

57(54%) 6(6%) 9(8%) 34(32%)派遣先

27(47%) 1(2%) 9(16%) 20(35%)一般

44(47%) 0(0%) 18(19%) 32(34%)特定 44(47%) 0(0%) 18(19%) 32(34%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総務課職員 健康管理スタッフ その他 無回答



産業医の有無

90(84%) 10(9%) 7(6%)派遣先

27(47%) 25(44%) 5(9%)一般

30(32%) 54(57%) 10(11%)特定 30(32%) 54(57%) 10(11%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業医あり 産業医なし 無回答



保健師の有無

12(11%) 69(65%) 25(24%)派遣先

1(2%) 43(75%) 13(23%)一般

2(2%) 78(83%) 14(15%)特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健師あり 保健師なし 無回答保健師あり 保健師なし 無回答



看護師の有無

14(13% 70(66%) 22(21%)派遣先

3(5%) 45(79%) 9(16%)一般

1(1%) 78(83%) 15(16%)特定 1(1%) 78(83%) 15(16%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看護師あり 看護師なし 無回答



保健指導実施の有無

87(82%) 13(12%) 3% 3(3%)派遣先 規

71(67%)

87(82%)

19(18%)

13(12%)

5%

3%

11(10%)

3(3%)

派遣先・非正規

派遣先・正規

33(58%)

39(74%)

14(25%)

12(23%)

2%

4%

9(16%)般 非正規

一般・正規

60(64%)

33(58%)

28(30%)

14(25%)

2%

2%

4(4%)

9(16%)

特定・正規

一般・非正規

30(32%) 27(29%) 1% 36(38%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定・非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 その他 無回答



定期健康診断の結果の見方について教える

53（50%） 51（48%） 2（2%）派遣先 正規

46（43%）

53（50%）

58（55%）

51（48%）

2（2%）

2（2%）

派遣先・非正規

派遣先・正規

21（37%）

29（51%）

35（61%）

27（47%）

1（2%）

1（2%）

一般・非正規

一般・正規

48（51%）

21（37%）

45（48%）

35（61%）

1（1%）

1（2%）

特定・正規

一般・非正規

***
25（27%） 66（70%） 3（3%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定・非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答 *** p<0.001



特殊健康診断実施後の保健指導実施の有無

50(47%) 13(12%) 43(41%)正規

22(21%) 10(9%) 74(70%)非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答



契約・嘱託・パート・請負に対する健康診断実施の有無

87(82%) 5(5%) 14(13%)派遣先

30(53%) 5(9%) 22(39%)一般 ( ) ( ) ( )般

37(39%) 3(3%) 54(57%)特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答



契約・嘱託・パート・請負に対する健診後の意見聴取

69(65%) 21(20%) 16(15%)派遣先

20(35%) 12(21%) 25(44%)一般

20(21%) 19(20%) 55(59%)特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答



派遣・非正規に対する定期健康診断実施の有無

13(12%) 22(21%) 71(67%)派遣

***

87(82%) 5(5%) 14(13%)非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答 *** p<0.001p



派遣・非正規に対する健康診断後の意見聴取

19(18%) 26(25%) 61(58%)派遣

***

69(65%) 21(20%) 16(15%)非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答 *** p<0 001実施 非実施 回答 *** p<0.001



派遣・非正規に対する特殊健康診断実施の有無

18(17%) 13(12%) 16(15%) 59(56%)派遣

28(26%) 15(14%) 44(42%) 19(18%)非正規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 必要な職場ではない 無回答



メンタルヘルス対策実施の有無

50（47%）

63（59%）

39（37%）

33（31%）

17（16%）

10（9%）

派遣先・非正規

派遣先・正規

20（35%） 30（53%） 7（12%）一般・正規

41（44%）

25（45%）

40（43%）

21（38%）

13（14%）

10（18%）

特定・正規

一般・非正規

27（29%） 28（30%） 39（41%）特定・非正規

特定 規

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答



メンタルヘルス対策の連携

18(17%) 21(20%) 7(7%) 57(55%)派遣先

25(45%) 11(20%) 2(4%) 17(31%)一般

15(16%) 14(15%) 1(1%) 64(68%)特定 15(16%) 14(15%) 1(1%) 64(68%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 その他 無回答



派遣先事業所で必要となる情報の提供・教育

42(74%) 3(5%) 12(21%)一般

36(38%) 3(3%) 55(59%)特定

0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 非実施 無回答



結語

１．すべての労働者が健康診断後の保健指導を受けられ

ているわけではなく、特に非正規労働者で健康管理

活動実施に差がみられた。また、非正規労働者のな規

かでも、派遣労働者で実施割合が低かった。

２ 派遣先事業所と派遣元事業所の比較では 派遣先事２．派遣先事業所と派遣元事業所の比較では、派遣先事

業所で健康管理活動の実施割合が高かった。これは、

事業所規模の影響を受けたものと考えられた。

３ 一般派遣元事業所と比べ 特定派遣元事業所では正３． 般派遣元事業所と比べ、特定派遣元事業所では正

規・非正規労働者間の健康管理実施割合で差がみら

れたものが多か たれたものが多かった。


